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第３１回オリンピック日本招致に関する要望 

 

本年６月に開催された国際オリンピック委員会理事会において、東京が、
2016 年オリンピック・パラリンピックの立候補都市として承認を受けました。 

世界最大のスポーツの祭典であるオリンピック競技大会を日本に招致す
ることは、我が国のスポーツ振興、競技力の向上、スポーツによる国際親善
や青少年の健全育成などに大きく寄与し、半世紀ぶりに国民に大きな夢と感
動を与える絶好の機会となり、また、社会経済の発展にも大きく貢献するこ
とが期待されます。 

日本招致を実現するためには、国の総力を挙げた取り組みと更なるバック
アップが不可欠です。 

このため、下記のとおり要望いたします。 
 
 
 

記 
 
 
 
 
１ オリンピック招致を国家プロジェクトとし政府による財政保証を確実

に行うこと。 
 
 
２ 全国的な招致気運の醸成を図るとともに、外交も含めた招致支援体制を

速やかに整備すること。 
 

 
３ オリンピック競技大会に必要な道路等を着実に整備すること。 
 

 

 

 

 


